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○ 酪農業は、民間独自の取組によりその経営を支えることを基本としつつ、我が国酪農が有する特殊性等を踏まえ、国によ
る政策支援等が数多く存在。 

○ 民間独自の取組としては、酪農経営における所得の大半を占める取引乳価の交渉・設定や生産目標数量の設定等を実
施。 

○ 国は、価格・所得、生乳需給、生産基盤等に係る各種施策を用意。  

酪農経営を支える政策等における加工原料乳生産者補給金の位置付け① 

１ 

民間の独自の取組（主なものに限る） 国による政策支援（主なものに限る） 

取引価格の交渉・設定 
・乳価の設定 

生産目標数量の設定 
・各地域の生産量の設定 

乳製品在庫の保有 
・乳業メーカー等による保有 

加工原料乳生産者経営安定対策事業（ナラシ） 
・価格下落への対応 

飼料生産型酪農経営支援事業 
・飼料面積に応じた交付金の交付 

畜産クラスター事業、自給飼料生産対策  
・生産基盤の強化対策  

配合飼料価格安定制度 
・配合飼料価格上昇時に補填 

追加輸入 
・不足分を国が輸入 

資金対策 
・施設投資、運転資
金 等 

増産支援 
・増頭支援、プレミアム乳価の設定等 酪農経営 

 

価格・所得 
関係 

加工原料乳生産者補給金 
・補給金（固定払い）の交付 

需給 
関係 

資金 生産基盤
対策 



○ 酪農経営に生じるリスクに民間・国の制度等がそれぞれ対応。 
○ 現行の補給金算定方式は、生産コストの上昇には対応可能だが、取引価格の下落に対応できないことから、「総合的な

TPP関連政策大綱」により「当該単価を経済状況の変化を踏まえ、適切に見直し」と規定し、制度を拡充。 
○ 生乳需給の逼迫や緩和に対しては、民間で対応することが基本であるが、補給金の交付対象数量の設定により国も需給
調整に一定の関与をしている状況。 

酪農経営を支える制度等における加工原料乳生産者補給金の位置付け② 

２ 

酪農経営に生じるリスクに対する民間・国の対応策 
  

民間の独自の取組 
国による政策支援 

補給金 その他 

生産コストの上昇 取引価格の交渉・設定 ○ 配合飼料価格安定制度、資金対策 

取引価格の下落 － 
△ 

（制度拡充後） 
ナラシ、資金対策 

生乳需給の大幅な
逼迫 

（生産基盤強化） 

生産目標数量の設定、 
増産支援 

○ 
（交付対象数量） 

畜産クラスター事業等、追加輸入 

生乳需給の大幅な
緩和 

生産目標数量の設定、 
在庫保有 

○ 
（交付対象数量） 

ナラシ 

※ 補給金制度の今後の姿次第で「民間の独自の取組」や「国による補給金以外の政策支援」の果たすべき役割が変わる
という意見もあり、それらの今後の姿がどうあるべきか等について、検討会で出された意見は報告書等に記載し、今後、
継続的に検討。 



○ 政策大綱において、①補給金制度の対象に生クリームを追加、②補給金単価を一本化、③当該単価を将来的な経済状況
の変化を踏まえ、適切に見直す、こととされ、準備が整い次第実施することとされていることから、初年度の算定方式等を早
期に検討する必要。 

○ 加工原料乳生産者補給金等暫定措置法において、補給金の単価や交付対象数量を定めるに当たっての基本的な考え方
は変更されていないことから、現行の算定方式を踏まえた形での検討を行っていく必要。 

本検討会で検討すべき事項について 
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 総合的なTPP関連政策大綱（抄） 
・ 生クリーム等の液状乳製品を加工原料乳生産者補給金制度の対象に追加し、補給金単価を一本化した上で、当該単価を将来的な経済状況の変

化を踏まえ適切に見直す 
・ 準備が整い次第、協定に先立って実施する 

 加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法律第112号）（抄） 
第１１条 （略） 
２  補給金単価は、農林水産大臣が、生乳の生産費その他の生産条件、生乳及び乳製品の需給事情並びに物価その他の経済事情を考慮し、生産
される生乳の相当部分が加工原料乳であると認められる地域における生乳の再生産を確保することを旨として定めるものとする。  

３  第一項の農林水産大臣が定める数量は、生乳の生産事情、飲用牛乳及び乳製品の需給事情その他の経済事情を考慮して定めるものとする。  
３ 



○ 初年度単価の設定に当たっては、法律に規定されている「（加工原料乳地域における）生乳の再生産を確保すること」を満
たす必要。 

○ 平成１２年度以前までの算定方式や平成１３年度以降も１２年度以前の単価を基に算出されていることを踏まえれば、生
産コストと乳製品向け取引価格の差を取ることが基本ではないか。  

検討すべき事項 「初年度単価の設定方法」① 

４ 

・初年度単価を設定
するに当たり、「（加
工原料乳地域におけ
る）生乳の再生産を
確保すること」をどの
ように考えるか。 

・生産コストと（乳
製品の）取引価格
の差を埋める水準
が「生乳の再生産
を確保すること」で
はないか。 

検討事項 留意すべき点 

・平成１２年度までの「不足払
方式」においては、「生産者の
手取分（保証価格）」と「乳業
者の支払分（基準取引価格）」
の差を補給金として埋めるこ
とにより生乳の再生産を確保
するとしていた。 
・また、平成１３年度以降、そ
の単価をベースとして生産コ
ストの変動率を加味して算定
してきた。 

考え方 



○ 初年度単価の設定に当たり、加工原料乳地域である北海道の生産コストと取引価格をどのように把握するか。 
○ 生産コストは生産費調査結果を基本とすべきではないか。また、取引価格は市場実勢に基づいた民対民の交渉により決
定されていることから、北海道の指定団体で実際に取引されている価格を用いるべきではないか。  

検討すべき事項 「初年度単価の設定方法」② 

５ 

・加工原料乳地域で
ある北海道の生産コ
ストと取引価格をど
のように考えるか。 

・生産費調査によらない生
産コストの把握方法はある
か。 
・現在、取引価格は市場実
勢に基づいた民対民の交
渉により決定。 

検討課題 

・生産費調査結果
を基本とすべきで
はないか。 
・北海道の指定団
体の取引価格を算
定に用いるべきで
はないか。 

留意すべき点 考え方 



○ ２年目以降の算定方法を検討するに当たり、生産コストや取引価格の変動への対応をどのように考えるべきか。 
○ 加工原料乳生産者補給金等暫定措置法の基本的な考え方が変更されない中で、現行の生産コスト変動率方式は、①単
価水準が直接、取引価格と連動しない、②生産コスト上昇に対応、③生産性向上により単価が下がるとしても、大部分の生
産性向上効果は生産者に残り得る、ことから２年目以降は現行方式で算定してはどうか。  

検討すべき事項 「２年目以降の単価設定方法」 

６ 

・初年度単価を設
定後、２年目以降、
毎年の単価算定を
どのように行うべき
か。 

・現行の生産コスト変動率方
式は、以下の特徴。 
①単価水準が直接、取引価格
と連動しない。 
②生産コスト上昇に対応。 
③単価は取引価格の７分の１
程度なので、生産性向上によ
りコストが下がることを受けて、
単価が下がるとしても、７分の
６程度の生産性向上効果は生
産者に残り得る。 

検討課題 

・現行の生産コスト
変動率方式で算定
すべきではないか。 

留意すべき点 考え方 



○ 液状乳製品向けが対象に追加され、単価が一本化される中にあって、これまで脱脂粉乳・バター等、チーズ向けそれぞれ
の用途ごとに設定していた交付対象数量をどのようにするか。 

○ 一本化の趣旨を踏まえ、用途ごとの数量は設定せず、乳製品の需要に基づき、用途横断的に交付対象数量を設定しては
どうか。 

検討すべき事項 「交付対象数量の設定方法」 

７ 

・交付対象数量をど
のように設定するか。 

・需要に基づいた数量設
定をする必要。 

検討課題 

・用途ごとの数量
は設定せず、横断
的に交付対象数量
の設定をしてはど
うか。 

留意すべき点 考え方 
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